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・別紙「平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）」のとおり

　「医師確保修学資金」の貸与人数を充実し、自治体病院等で働く医師を確保・養成し
ました。また、福井大学医学部に寄付講座「地域医療推進講座」を設置し、講座教員に
よる臨床研修病院への出張指導や臨床研修医の合同研修会を行うなど、医師確保対
策を進めました。
　地区医師会等を調整役とした在宅医療チームづくりを新たに福井地区でも始めるとと
もに、症例検討会や研修を医療と介護のスタッフが合同で実施し、在宅での医療・介護
サービスを連携して提供する環境づくりを進めました。

　日常生活の中で認知症高齢者やその家族を支えていくため、認知症サポーターの養
成に努めるなど認知症の理解普及を進めました。

　「福井新元気宣言」の４つのビジョンを着実に実現していくため、平成２２年４月に知事と合意
をした「政策合意」の実施結果について、次のとおり報告します。

平成２２年度「福井新元気宣言」推進に係る政策合意の実施結果
（平 成 ２３年 ３ 月 末 現 在）

　障害者の自立と社会参加を促進するため、授産施設における授産商品や請負作業の
受注拡大による賃金アップを図りました。また、グループホームやケアホームの整備など
により、障害者が地域で安心して生活できる環境づくりを進めました。

　精神保健福祉センター内に「精神科救急情報センター」を開設し、緊急に精神科医療
を必要とする方に、２４時間体制で電話による医療相談や症状に応じた施設紹介などを
行いました。

　元気で力強い子どもの育ちを応援するため、子どもの医療費助成の対象を拡大するな
ど経済的支援を充実しました。また、県の子育て応援施策についてリーフレットを作成
し、子育て家庭に配付してその利用拡大に努めました。

　未成年の段階からたばこの害に関する知識の普及を図るための講習会や薬物乱用防
止に関する教室を中学、高校等の学校で開催しました。また、関西大学と共同で「関大
ふくい笑い講」を開催するなど、健康づくりを進めました。

　希望する時間、希望する医療機関で検診を受けられるよう、市町が発行する受診券や
料金を県内で統一し、がん検診者の利便性を高めました。また、働き盛り世代が気軽に
がん検診を受けられるよう、ショッピングセンターなどで「出前がん検診」を行いました。

　仕事と子育てを両立できる職場環境づくりを進めるため、両立支援セミナーを開催し企
業経営者等の意識改革を図りました。また、育児サポート企業アドバイザーを派遣し、柔
軟な働き方の実践を働きかけました。

　全市町の集団健診時に、うつ病の早期発見につながるストレスチェックを実施するとと
もに、医師会や企業等の協力を得て受診機会の拡大に努めました。

　陽子線がん治療センターを平成２３年３月に開設し、診療を開始しました。より多くの利
用者を確保するため、医療機関や県民に対する施設公開、県内外での講演会・研修会
の開催などの普及活動を進めました。

資料２－４
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

１　女性活躍社会
◇　女性の活躍支援【部局連携】
・女性に配慮した診察の促進
　女性医療スタッフによる診察や検査、待
合室や診療室でのプライバシーの確保など
女性に配慮した診察を行う医療機関が増え
るよう働きかけます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　女性医療スタッフによる診察や検査、待合室、診察室のプラ
イバシーの確保など女性に配慮した診察の実施を医療機関に働
きかけました。

　平成２２年１０月から子どもの医療費助成の対象を小学校３
年生まで拡大するとともに、子どもが３人以上の世帯を支援す
る「ふくい３人っ子応援プロジェクト」を継続し、子育て家庭
の経済的負担の軽減を図りました。
　また、子育てマイスターやすみずみ子育てサポート事業（一
時預かり）などの県独自のきめ細かな子育て支援サービスを紹
介した「ふくいの子育て応援ガイド」を作成し、子育て中の家
庭に配付し、利用の促進を図りました。
　さらに、近年、保育所において増えている発達障害などの対
応の難しい子どもに対して、心理・行動特性に応じたきめ細か
な保育を実施するため、県内７地区（１４市町）に保育カウン
セラーを配置し、保育士や保護者にアドバイスを行う体制を整
えました。

◇　日本一の子育て応援システム【部局連
携】
・「元気な子ども・子育て応援計画」に基
づく子育て支援サービスの拡充
　今年度からスタートする「元気な子ど
も・子育て応援計画」に基づき、元気で力
強い子どもの成長を応援するため、新たに
医療費助成を小学校３年生まで拡充しま
す。また、「ふくい３人っ子応援プロジェ
クト」を継続し、保育料や病児デイケア、
すみずみ子育てサポート（一時預かり）な
どの利用料を原則無料化するなど、３人以
上の子どもがいる家庭を応援します。
　併せて、病児デイケア、一時預かりなど
の子育て支援サービスについて、市町や事
業実施団体に働きかけ、どこでも利用でき
る環境づくりを進めます。
　さらに、地域で子育て中の親をサポート
する子育てマイスターの活動の場を増やす
とともに、新たに保育カウンセラーを配置
し、発達面で気がかりな子どもに対するき
め細かい保育を支援します。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

病児デイケア
（平成21年度 9市3町18施設/広域利用9市7町）
　　　　　　　　　　 広域利用により全市町が実施
すみずみ子育てサポート事業延べ利用者数
（平成21年度 44,978人）　　　　　　４５，０００人
子育てマイスターによる子育て相談者数
（平成21年度 15,326人）　　　　　　１７，０００人
保育カウンセラーの配置　　　　　　　　　 ７地区

女性に配慮した診察を行う病院または診療
所の数（外来数）
（平成２１年度までに１１か所）　　１５か所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４か所の増）

 女性に配慮した診察を行う病院または診療所の数
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５か所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４か所の増）

 病児デイケア　　　　　　　　　　広域利用により９市７町が実施

 すみずみ子育てサポート事業延べ利用者数　　　４８，２６６人

 子育てマイスターによる子育て相談者数　　　　　１８，４３１人

 保育カウンセラーの配置　　　　　　　　　　　　　　　   　７地区
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・「ママ・ファースト運動」の推進
　子育てに優しい地域社会づくりを進める
ため、１１月の運動強化月間をはじめ、年
間を通した街頭広報活動や県・市町の広報
誌・広報番組等の活用により県民に運動の
実践を働きかけ、妊婦や子ども連れ家族を
優先する「ママ・ファースト運動」を県内
に浸透させます。
　また、この運動に賛同し子育て家族への
支援を実践する子育て応援の店や「すまい
るＦカード事業」に協賛する店舗を増やし
ます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　ショッピングセンターやイベント会場でパネル展やチラシ配
布等を行ったほか、電車や駅構内、店舗等で場内アナウンスを
行うなど、運動を広くＰＲしました。
　また、昨年に引き続き高校生向けリーフレットを作成し、家
庭科授業や学校出前講座で活用、若者へ運動の実践を働きかけ
ました。
　優先席などの子ども連れ家族を優先するサービスやすまいる
Ｆカード事業への協賛など、ママ･ファースト運動に賛同し子
育て家庭に配慮した店舗づくりを行うよう、店舗訪問や商工会
議所会報等で働きかけ、協力店舗の拡大に努めました。

・仕事と子育てが両立できる働き方の推進
　「元気な子ども・子育て応援計画」に基
づき、新たにトップセミナーの開催や育児
サポート企業アドバイザーの派遣等を行
い、経営者と従業員の意識改革を進め、子
育て中の従業員が仕事と子育てを両立でき
る職場環境を整備します。
　また、新米パパ子育てブックの作成な
ど、子育てを楽しむお父さんを応援し、家
庭、地域、学校、企業の協力も得て、「家
族時間」を浸透させます。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　仕事と子育てを両立できる職場環境づくりを進めるため、県
内企業約２００社を訪問し働きかけを行ったほか、「育児サ
ポート企業アドバイザー」を企業に派遣し、仕事と子育てを両
立するための働き方の提案や助言を行いました。また、子育て
家庭の「暮らしの質」を向上させるため、マスメディアを活用
した家族時間キャンペーンを実施し、家族とともに過ごす時間
の大切さを呼びかけました。
　さらに、子育ての楽しみを知り、育児に参加する父親を増や
すため、育児の心構えや体験談などを伝える「新米パパの子育
てブック　パパチケット」を作成し、母子手帳とともに配付し
ました。

ママ・ファースト運動協力店舗数
(平成21年度 1,814店舖
　うち、すまいるＦカード協賛　1,162店舗)
　　　　　　　　　　　　　　  　　　　１，９００店舗

育児サポート企業アドバイザーの派遣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０社
父親子育て応援企業の表彰　　　　４０社
（平成21年度 34社）　　　　　　 （６社の増）
毎日家族と一緒に夕食を食べる家庭の割
合
（平成20年度 65％）　　　　　　　　　 ７０％

 ママ・ファースト運動協力店舗数　　　　　　　　　２，０３０店舗
 （うち、すまいるFカード協賛　１，２０５店舗）

 育児サポート企業アドバイザーの派遣　　　　　　　　　　５５社

 父親子育て応援企業の表彰　　　　　　　　　　　　　　　　４０社
 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　     　         　　（６社の増）

 毎日家族と一緒に夕食を食べる家庭の割合　　　　　　 ６５％
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・キッズデザイン「子どものまち」づくり
の推進
　県内５市町のモデル地区において進めて
きた安全で安心な通学路の整備などの地域
住民や子どもの視点に立ったキッズデザイ
ン「子どものまち」づくりについて、全国
発信できるようレベルアップに努めます。
また、その成果をまとめ、広く県民に周知
します。
　併せて、県が策定したガイドラインや当
該モデル地区での実践例を活用して、他の
市町においても「子どものまち」づくりが
推進されるよう働きかけます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　県内５か所のモデル地区において、通学路や公園の安全整
備、地域住民が主体となった地域ふれあい交流事業など、子ど
もがのびのびと遊び、学ぶことのできる環境づくりを進めまし
た。事業の実施においては、子どもたちや地域住民と行政とが
「共動」して事業を企画し、さらに、事業の実施においては、
子どもたちや地域住民、自らがまちづくりの担い手として、事
業に直接参加しました。
　これらモデル地区での実践例を市町の子育て支援担当課長が
出席した会議において発表し、他市町における実施を働きかけ
ました。また、事例集を作成し、他県への配付やホームページ
への掲載を行ったほか、全国知事会の先進政策バンクに登録し
て全国に発信しました。

・縁結びの充実
　結婚相談員に加えて、新たに地域で自発
的な縁結び活動を行う人たち（地域の縁結
びさん）を登録し、地域での縁結び活動を
活発化します。
　また、企業経営者の協力を得て、新たに
事業所間の独身者グループの出会いの場を
提供するとともに、共通の趣味を持ち年間
を通して活動する若者グループを支援しま
す。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　新たに地域の縁結びさんに１６名が登録、２００名の結婚相
談員とともに積極的に結婚支援を行い、６９組の方が結婚され
ました。
　８月に自治体が運営するものとしては全国初となる婚活応援
ポータルサイト「婚活カフェ」を立上げ、婚活に関するさまざ
まな情報を発信するとともに、企業の独身者グループに交流の
場を提供、４１グループが利用しています。
　共通の趣味を持ち年間を通して活動する若者グループを募集
し、１７グループに対し、活動経費等の支援を行いました。

結婚相談員、縁結びさんを介したお見合い
実施回数
（平成21年度 832回）　　　　　　　　９００回
出会い・交流イベント参加人数
（平成21年度 1,915人）　　　　　３，０００人

 結婚相談員、縁結びさんを介したお見合い実施回数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １，０９３回

 出会い・交流イベント参加人数　　　　　　　　　　　３，５３７人
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

２　イキイキ・長生き「健康長寿」
◇　医・食・住の健康生活
・食の安全確保
　事業者の食品衛生の自主管理の推進や、
飲食店に対する食品衛生監視指導および消
費者への食中毒予防講座の開催等を通し
て、食の安全・安心意識の向上を図り、食
中毒の発生を未然に防止し、食中毒患者数
の減少を図るなど食の安全を確保します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　本年度は、すべての食品製造業を対象業種として制度の普及
啓発に努めた結果、豆腐製造業、アイスクリーム製造業が認証
取得するなど、新たな業種において食品衛生自主管理を推進す
ることができました。
　また、認証取得事業者のパネル展を県庁ホール等で開催する
など、制度の広報に努めました。
　食中毒患者数については、食中毒発生の危険性が高まった時
期に食中毒予防注意報、多発注意報を発令し、注意喚起を行う
などした結果、患者数は１００人未満となりました。

◇　がん予防・治療日本一
・がん検診の受診機会の拡大
　早期発見ががん治療に重要なことから、
ＪＡ・商工会等による未受診者への受診勧
奨や「がん検診推進医」による働きかけを
継続して行います。
　また、がん検診者の利便性を向上するた
め、市町が発行する受診券や料金を県内で
統一し、県民が希望する時間、希望する医
療機関で検診を受けられる環境を整備し、
受診機会を拡大します。
　特に、働き盛りの世代に重点を置き、４
０歳代の乳がん、５０歳代の大腸がんの検
診を促進し、県民の健康長寿を推進しま
す。

　ＪＡ・商工会および市町から、未受診者への受診勧奨を実施
するとともに、「がん検診推進医」による職域等への受診の働
きかけを行いました。
　また、がん検診を受ける人の利便性を向上するため、全国で
初めて、市町が発行する受診券やがん検診料金を県内で統一
し、県民がどこの市町の医療機関でもがん検診を受けられるよ
うにしました。
　さらに、ショッピングセンター等の身近な生活の場におい
て、乳がん、大腸がんの「出前がん検診」を実施し、働き盛り
世代が気軽に検診を受ける機会を提供しました。

〔成果等〕　目標にはいたりませんでした。

がん検診受診者数
　胃がん   （平成21年度   93千人）   １１７千人
　肺がん　 （平成21年度 193千人）   １９９千人
　大腸がん（平成21年度 121千人）   １４７千人
　子宮がん（平成21年度   61千人） 　  ８９千人
　乳がん　  （平成21年度  48千人） 　  ７３千人
　　計　　　　（平成21年度 496千人）  ６２５千人
   　   （うち個別検診による受診者　５０千人）

福井県版ＨＡＣＣＰ認証施設数
（平成21年度　67施設）　　　　　　　７５施設
平成２２年の食中毒患者数
（平成21年　81人）　　　　　　　１００人未満

 福井県版ＨＡＣＣＰ認証施設数　　　　　　　７８施設

 平成２２年の食中毒患者数　　　　　　　　　４２人

 がん検診受診者数（見込み）
　　　　胃がん　　　　　　　　　　  １０６千人
　　　　肺がん　　　　　　　　　　  ２０６千人
　　　　大腸がん　　　　　　　　　 １２９千人
　　　　子宮がん　　　　　　　　　 　７６千人
　　　　乳がん　　　　　　　　　　　  ５３千人
　　　　　計　　　　　　　　　　　    ５７０千人
 　　　　　　　（うち個別検診による受診者　５０千人）
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

〔成果等〕　目標を達成しました。・がん医療センターの拡充
　個々の患者に応じた最先端のがん治療を
提供するため、県立病院に開設した「がん
医療センター」において、胃がんに加え、
罹患率が高い大腸がんについて、複数の主
治医による「チーム医療」を行います。ま
た、肺がん等に「チーム医療」を順次導入
するため、人材確保などの準備を進めま
す。

　胃がんに次いで罹患率の高い大腸がんについて、複数の主治
医による「チーム医療」を実施し、個々の患者に応じた最適な
医療を提供しました。
　また、来年度から肺がんの「チーム医療」を実施するため、
必要な医師を確保しました。

・陽子線がん治療の普及
　平成２３年３月の陽子線がん治療施設の
治療開始に向け、県内外のがん診療連携拠
点病院をはじめとする主要病院や県立病院
の地域医療連携医等に対して、研修会、説
明会の開催等を通じて医療機関への陽子線
治療の普及を進めるとともに、患者紹介の
働きかけを強めます。
　また、県内外で一般向けの陽子線治療に
関する講演会等を開催し、患者確保のため
の普及啓発を進めます。
　さらに、全国粒子線治療促進協議会にお
いて、粒子線治療の普及啓発活動や国に対
する保険適用の働きかけを行います。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　陽子線がん治療センターを平成２３年３月に開設し、診療を
開始しました。より多くの利用者を確保するため、県内外のが
ん診療連携拠点病院をはじめとする主要病院や県立病院の地域
医療連携医等に対して、研修会、説明会を開催し、陽子線治療
の普及や患者紹介の働きかけを行いました。
　また、一般県民に対しても、陽子線の施設公開や県内外での
陽子線治療に関する講演会等の開催などの普及啓発を行いまし
た。
　さらに、全国自治体病院開設者協議会等において、粒子線治
療の普及啓発活動や国に対する保険適用の働きかけを行いまし
た。

県内外の医療機関に対する研修会、説明
会の参加者数
（平成21年度317人）　　　　　　   ７００人
　　　　　　　【チャレンジ目標　１，０００人】
陽子線がん治療普及のための講演会等
の参加者数
（平成21年　6,421人）　　　　　４，０００人

 県内外の医療機関に対する研修会、説明会の参加者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ９３６人

 
陽子線がん治療普及のための講演会等の参加者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，４１１人
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・健診受診機会の拡大
　「福井県医療費適正化計画」に基づき、
７５歳以上の高齢者(後期高齢者)の健診受
診率を高めるため、広域連合が実施する健
診事業を支援するとともに、積極的に参加
を呼びかけます。
　また、医療保険者に義務づけられた、メ
タボリックシンドロームの予防に重点を置
いて腹囲測定などを取り入れた特定健診を
促進します。
　さらに、保健師等を対象に保健指導技術
向上のための研修会を開催し、生活習慣病
対策を効果的に実践できる人材を育成しま
す。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　後期高齢者健診については、集団健診会場の細分化や個別健
診の期間の延長を行いました。また、広域連合において健診の
基本項目以外の検査項目に対して補助を行い、魅力ある健診内
容としたり、各市町で未受診者に対し文書等で受診勧奨を行う
一方で、多くの市町で健診の自己負担をなくすなど受診機会の
拡大に努めましたが、目標達成にはいたりませんでした。
　また、特定保健指導の技術向上のため、保健師等を対象に研
修会を開催し、生活習慣病対策を実践できる人材を育成しまし
た。

 ◇　「もっと健康長寿に」プログラム
・高齢者の元気生活率アップ
　老人クラブによるラジオ体操など手軽な
運動の普及を図るとともに、健康診査の際
に元気支援高齢者（虚弱な高齢者）を把握
し、介護予防事業への参加を促します。
　また、東京大学との共同研究（ジェロン
トロジー）による知見を参考にして、介護
予防や健診、健康づくり活動等を通じた元
気生活率アップにつなげていきます。
　さらに、技術やノウハウを持った元気な
高齢者が、技術支援や就農、ボランティア
等を通じて社会へ貢献・参加するための施
策について検討を進めます。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

 介護予防事業については、全国的に参加者が伸び悩む中、介
護予防事業への参加者増加を目的として、年度途中に国が要綱
を改正したものの、各市町において新たな仕組みによる介護予
防事業の実施が浸透せず、目標の達成にいたりませんでした。
　また、夏休みのラジオ体操については、各地区老人クラブ
に、参加を呼びかけるなど、運動の普及を図りましたが、目標
の達成にはいたりませんでした。

７５歳～７９歳高齢者の元気生活率
（平成21年度　　89.2％） 　　　　　　　９０％
８０歳～８４歳高齢者の元気生活率
（平成21年度　　76.5％） 　　　　　　　８０％
元気支援高齢者の介護予防参加者
（平成21年度　2,116人）　　　　　３，０００人
夏休みのラジオ体操参加老人クラブ数
（平成21年度　660クラブ）　　　７００クラブ

７５歳以上高齢者の健診受診者数
（平成21年度　19,204人）　 ２８，０００人
養成する特定保健指導実践者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００人

 ７５歳～７９歳高齢者の元気生活率　　　　　　　　８９．２％

 ８０歳～８４歳高齢者の元気生活率　　　　　　　　７６．１％

 元気支援高齢者の介護予防参加者　　　　　　　２，４４７人

 夏休みのラジオ体操参加老人クラブ数　　　　　５６７クラブ

７５歳以上高齢者の健診受診者数　　　　　　  　１８，３２０人

養成する特定保健指導実践者数　　　　　　　    　　　１１９人
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

〔成果等〕　目標を達成しました。

　県内の全市町で集団健診時等においてストレスチェックを実
施しました。また、県内企業に実施を働きかけるとともに、多
くの県民の方が受診できるよう、セミナー、研修会、街角等に
おいてストレスチェックを実施しました。さらに、県医師会や
福井労働局と協力して、医療機関やハローワークでもストレス
チェックを実施し、受診機会の拡大を図りました。

・ストレスチェックの普及
　うつ病の早期発見・治療など「こころの
健康」の普及啓発を進めるため、全市町に
おいて集団健診時等にストレスチェックを
実施するなど、県民がストレスチェックを
受ける機会を拡大します。また、企業等に
おいてもストレスチェックが実施されるよ
う働きかけます。

・「８０２０運動」の推進
　生涯にわたって健康な歯を持ち続けるた
め、２０歳以上を対象に歯科健診の定着を
推進します。また、各地域で健口（けんこ
う）講話、歯磨き指導の出前講座を開催
し、「８０２０（８０歳まで自分の歯を２
０本）運動」を推進します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　県内２７２の歯科医院で「おとなの無料歯科健診」を実施
し、歯や口の衛生に関する意識向上と歯科検診の普及啓発を行
いました。
　また、公民館や児童館などで歯磨き等の出前指導を開催し、
歯の健康づくりに関する意識啓発を図りました。

・断煙対策の推進
　自らの意思でたばこを止める「断煙」推
進のため、たばこの害の普及啓発を行うと
ともに、市町に対し施設内の全面禁煙や、
関係団体に対し受動喫煙防止対策等を要請
します。
　また、成人後の喫煙防止につなげるた
め、小中高校の教員等を対象に効果的な教
育方法について指導する講習会を開催し、
未成年者の段階からたばこの害に関する知
識の普及を図ります。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　平成２２年４月から全ての県の出先機関、６月から県議会庁
舎、７月から県警本部および各警察署において、施設内の全面
禁煙を実施しました。
　また、小中高校の教員を対象に効果的な教育方法について指
導する講習会を開催し、受講した教員による未成年者の段階か
らたばこの害に関する知識の普及を図りました。

歯科健診の受診者数　　　　　　２，０００人
（平成21年度2,423人）

小中学校の教員等を対象にした講習会の
受講者数　　　　　　　　　　　　　　　３５０人
（平成２１年度４８４人）
たばこの健康被害など喫煙防止の指導を
受けた小中高校の学級数
　　　　　　　　　　　　　　１，０００クラス以上

こころの健康チェック検査受診者数
（平成21年度　155,314人）　２８０，０００人
　　　　　　　　　　　　　（１２４，６８６人の増）

　こころの健康チェック受診者数
　　　　　　　　　　           　　　　　　　　２８９，７４７人
　　　　　　　　　　           　　　　　　　（１３４，４３３人の増）

 歯科健診の受診者数　  　　　　　　２，３４０人

 小中学校の教員等を対象にした講習会の受講者数
　　      　　　                          　　　　　　　　　　　　　５３１人

 たばこの健康被害など喫煙防止の指導を受けた小中高校の
 学級数　                                  　　　　　　　１，０７４クラス
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・青少年の薬物乱用防止
　青少年による大麻等の薬物乱用を防止す
るため、学校、警察と協力し、専門的知識
を持った講師による薬物乱用防止教室を学
校で開催し、薬物乱用防止に関する知識の
普及を図ります。

　県教育委員会と協力し、高等学校校長会、健康教育指導者研
修会等において講師派遣事業の周知と薬物乱用防止教室開催を
依頼し、専門知識を持った講師による薬物乱用防止教室を各中
学校、高等学校、大学等で開催しました。
　また、指導者育成の一環として、１０月に県教育委員会主催
の生徒指導・保健主事研修会において薬物乱用防止教育につい
て講義を行った他、２月にはライオンズクラブ主催の薬物乱用
防止教育認定講師養成講座において講義を行いました。

・「笑い」による健康づくり
　「笑い」を取り入れた健康づくりや健康
面への効能を県民に普及するため、女性落
語の活動と連携するとともに、関西大学と
共同で「関大ふくい笑い講」を開催しま
す。
　また、「笑い」を取り入れたゆとりのあ
る生活が県民に普及・定着するよう、笑い
とストレスの関係を解明する研究を進めま
す。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　関西大学と共同で「関大ふくい笑い講」を開催し、「笑い」
を生かした健康づくりの普及啓発を図りました。
　さらに、「笑い」を取り入れたゆとりある生活が県民に普
及・定着するよう、衛生環境研究センターにおいて笑いとスト
レスの関係を解する研究を実施しました。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

薬物乱用防止教室を開催する学校数の割
合
 中学校  （平成21年度   68％）     ７０％
 高等学校（平成21年度 100％）  １００％
 大学等  （平成21年度 100％）   １００％

 薬物乱用防止教室を開催する学校数の割合
　　中学校　　　　　　　　　　　　　　　　　 ９２％
　　高等学校　　　　　　　　　　　　　　　１００％
　　大学等　　　　　　　　　　　　　　　　 １００％
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

◇出産から介護までの安心医療
・県内で勤務する医師の確保
　県内外の医学生に対し、病院等の情報提
供や東京･名古屋等での病院合同説明会を
臨床研修病院と協力して開催し、臨床研修
医の確保を進めます。
　また、県立病院での研修と公立病院・診
療所への医師派遣を組み合わせた救急医・
家庭医キャリアアップ事業や医師確保アド
バイザーの活動により、県内に勤務する医
師を確保します。
　さらに、福井大学に寄附講座「地域医療
推進講座」を設置し、寄附講座教員による
出張指導などにより、研修医の指導体制を
充実・強化します。

〔成果等〕　目標を一部達成しませんでした。

　県内の臨床研修病院と協力して、県内外での病院合同説明会
を、今年度新たに大阪を加えて５回開催しました。
　また、県内出身の医学生を登録し、説明会の案内や県内の医
療情報の提供を行いました。
　さらに、後期研修の事業をパンフレットやインターネット、
医療雑誌等の様々な方法で広報したほか、県外の医師を直接訪
問し県内勤務を働きかけるなど、医師の確保に努めました。

・女性医師の就業支援
　女性医師支援センターにおいて、子育て
情報の提供や復職研修、交流会、講演会な
どを開催し、女性医師の就労継続および
キャリアアップを支援します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　女性医師支援センターにおいて、子育て情報の提供や復職研
修、交流会、講演会などを開催しました。また、県医師会の女
医グループと連携し、「子育て女性医師交流会」、「女子医学
生と研修医をサポートする会」などの講習会や情報交換会を開
催しました。

 平成２３年度の県内初期臨床研修医内定数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５７人

 新たな医師確保対策による医師充足数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４人（１０人の増）
　

平成２３年度の県内初期臨床研修医
内定数
（平成20年度 59人、21年度 49人、22年度
73人）　　　　　　　     ６５人

新たな医師確保対策による充足数
（平成2１年度 14人）　   ２０人（６人の増）
　 【 チャレンジ目標】　   ２１人（７人の増）
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・小児初期救急体制の整備
　病院勤務の小児科医の負担を軽減し、安
定した小児医療体制を確保するため、夜
間・休日に軽症の子どもの患者を開業医が
診察する「小児初期救急センター（仮
称）」について、平成２３年度の開設に向
けた検討を進めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　夜間・休日に軽症の子どもの患者を開業医が診察する「福井
県こども急患センター」を平成２３年４月に開設します。

　開設予定：平成２３年４月１日
　診療時間：月～土曜日　　　１９時～２３時
　　　　　　日曜日・祝日　　　９時～２３時

・看護職員の確保
　ナースサポーターによる求人施設と求職
者のマッチングを行うとともに、合同就職
説明会や看護師再就業講習会の開催等によ
り看護学生および未就業者の県内就業を促
進し、看護職員を確保します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　看護学生の県内就業率を高めるため、合同就職説明会を嶺南
と嶺北の２会場で開催しました。
　また、看護師等の資格を有してはいるものの、就業していな
い方を対象に、ナースバンクによる再就業のあっせんや、嶺
南・嶺北の２会場での講習会を実施し、看護職員の再就業を促
進しました。

・「ふくい在宅あんしんネット」づくりの
推進
　新たに福井地区において、医師や訪問看
護師、ケアマネージャーなど多職種が共動
して在宅の患者を支えるチームづくりを進
め、介護関係者等を対象に症例検討会や研
修を実施し、在宅での医療と介護のサービ
スを連携して提供する「ふくい在宅あんし
んネット」づくりを進めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　地区医師会等を調整役とした在宅医療チームづくりについ
て、新たに福井地区を含めて進めました。また、症例検討会や
在宅医療に関する研修を医療・介護スタッフ合同で実施し、在
宅での医療と介護のサービスを連携して提供する「ふくい在宅
あんしんネット」づくりを進めました。

ナースバンク再就業あっせんにより確保
する看護職員数
（平成21年度見込　350人）　　　３６０人

 在宅医療チームへの登録医師数　　　　　　　　　　　１５８人
　　　　　　　　　　　　　　　　（６８人の増。うち福井地区６２人）

在宅医療チームへの登録医師数
（平成21年度 90人）　　　　　　　　１１０人
　　（20人の増。うち福井地区10人以上）

 ナースバンク再就業あっせんにより確保する看護職員数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９５人
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・精神科救急情報センターの開設
　緊急に精神科医療を必要とする方に対応
するため、６月に精神保健福祉センター内
に「精神科救急情報センター」を開設し、
２４時間体制で電話による緊急医療相談や
症状に応じた医療機関の紹介などを行いま
す。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　６月に精神保健福祉センター内に「精神科救急情報セン
ター」を開設し、専門の相談職員の配置、夜間の輪番病院との
連携により、２４時間体制で電話による緊急医療相談や症状に
応じた医療施設の紹介などにあたりました。

・県立病院の経営改善
　県立病院は、「経営改革プラン」に基づ
き、医療スタッフの充実や患者サービスの
向上を図り、安全で質の高い医療サービス
を提供します。併せて、病床の有効活用や
ＳＰＤ（一元的な物流管理システム）によ
る効率的な物品管理の徹底などにより、一
層の経営効率化を進めます。
　また、患者の相互紹介など地域医療機関
との機能分担・連携強化を進めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　病床利用率の目標達成のため、病棟別目標値の設定、病棟ペ
ア化によるベッドコントロール、週末利用率の向上、午前退
院・午後入院の徹底などの取り組みを実施しました。
　また、県立病院各診療科のＰＲ冊子を作成し連携医に配付す
るなど、地域医療連携医への新規登録依頼や医療機関への訪問
と併せ、紹介患者予約受付返信時間短縮のため院内全体で予約
受付業務の見直しを行い紹介元医療機関へのサービス向上を図
り、紹介・逆紹介率の向上に努めました。
　さらに、診療材料費の削減を図るため、情報収集等に努め、
安価な診療材料への切換えを行うとともに、22年10月から薬品
も含む一括調達を導入しさらなる診療材料費等の削減に努めま
した。

一般病床利用率（結核・精神・感染症等を
除く534床）
（平成21年度 87％）　　　　　　　　　８８％

初診患者に対する他の病院等から紹介さ
れた患者の割合
(平成21年度 50％）　　　　　　　　　５６％
　
初診患者に対する県立病院から他の病院
等に紹介した患者の割合
(平成21年度 65％）　　　　　　　　　６５％

診療材料費等の削減額（対ＳＰＤ導入前）
　　　　　　　　　　　　６１，０００千円以上

 一般病床利用率（結核・精神・感染症等を除く534床）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度末見込　８８％

 初診患者に対する他の病院等から紹介された患者の割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度末見込　５６％

 初診患者に対する県立病院から他の病院等に紹介した
 患者の割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度末見込　７１％

 診療材料費等の削減額（対ＳＰＤ導入前）
　　　　　　　　　　　　　　　　年度末見込　約６６，０００千円
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

３　みんなの手によるあたたか福祉
◇　ヒューマンパワーのあたたか福祉
・介護施設等の整備促進
　「待機者ゼロ県」を継続するため、地域
の実情を踏まえ市町の地域密着型施設を中
心に今後高齢者の増加に伴って必要となる
施設の整備を促進します。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　真に入所が必要な要介護者が施設に入所できるよう、社会福
祉法人等が行う施設整備に対して県や市町による助成を行い、
介護施設など必要な施設の整備を進めました。

・在宅介護サービスの充実
　高齢者ができる限り住み慣れた身近な地
域で、安心して自立した生活が送れるよう
在宅介護サービス(自宅で介護を受けてい
る人向けのサービス)を充実します。
　また、地域の日常生活の中で認知症高齢
者やその家族を支えていくため、認知症を
正しく理解し認知症高齢者との接し方や対
応方法を身に付けた認知症サポーターを養
成します。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　市町に対し交付金を活用した地域密着型サービスの整備や事
業者に対し介護者のニーズが高いショートステイの整備を働き
かけるなど在宅サービスの充実を図りました。
　また、認知症の理解普及に関しては、従来どおり一般の方へ
の認知症サポーター養成講座の受講案内に併せて、窓口業務を
有する金融機関や福祉の専門職を養成している福祉系専門学校
にも講座開催を呼びかけた結果、賛同が得られた金融機関や学
校において継続的に講座が開催されたことにより、養成者数の
大幅増加につながりました。

介護施設整備数　　　　　　　９，９４０床
（平成21年度　9,740床）
　
ショートスティ整備数　　　　　　８７１床
（平成21年度　　841床）
　
小規模多機能型居宅介護事業所
設置数　 　　　　　　　　　　　　４８か所
（平成21年度　　45か所）

在宅介護サービス利用者数
（平成21年度　21,340人）  ２２，０００人

認知症サポーター養成数 　４，０００人
（平成21年度　　3,182人）

介護施設整備数　　　　　　　　　　　　９，９９３床
　

ショートスティ整備数　　　　　　　　　　　　９１４床

小規模多機能型居宅介護事業所設置数
　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　５７か所

在宅介護サービス利用者数　　　　　　　　２３，１７５人

認知症サポーター養成数　　　　　　　　　　　６，３７６人
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

　施設ごとに作成した賃金アップカルテに基づき、ふくい産業
支援センターの協力も得ながら新商品開発や営業活動の強化を
進めました。また、セルプ振興センターに配置した営業職員に
よる授産商品や請負作業の受注拡大に加え、新たに販売職員を
配置し、セルプフェアの開催回数を増やすなど商品販売の促進
にも努めましたが、景気低迷の影響や、作業能力の高い障害者
のＡ型事業所や一般企業への就労などにより、授産賃金として
は目標達成にはいたりませんでした。
　今後は、これまでの授産賃金倍増の取組みに加えて、Ａ型事
業所の数の増加、障害者のＡ型事業所や一般企業への就労を進
め、障害者全体の賃金アップを図り、障害者の自立を促進して
いきます。

〔成果等〕　目標を上回って達成しました。

　介護雇用プログラムや身近な地域での就職面接会、職業訓練
等を実施したほか、福祉人材センターに専門員を配置して求職
者と求人事業所のマッチング機能を高めるなど、未経験者や潜
在的有資格者など多様な人材の確保に努めました。

・福祉ボランティアの活動機会の拡大
　多くの県民が登録している福祉ボラン
ティアの活動を活発化するため、「ボラン
ティア・カフェ」を活用してボランティア
研修会やイベントなどを実施するととも
に、「福縁ボランティアネット」の普及広
報を行い、ボランティアの活動機会を拡大
します。

◇　つながりと自立の応援プロジェクト
・障害者授産賃金のアップ
　障害者の授産賃金をアップするため、授
産施設ごとに収益増加のためのカルテを作
成し、セルプ振興センターに配置した営業
職員と連携しながら、授産商品や請負作業
の受注を拡大します。
　さらに、（財）ふくい産業支援センター
等の協力を得ながら、新商品開発やデザイ
ン力の強化などにより、民間受注の拡大に
努めます。

〔成果等〕　目標達成にはいたりませんでした。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　ボランティアの集いの場としてアオッサ７階に設置した「ボ
ランティア・カフェ」の利用促進を図るため、ボランティア・
カフェ講座やイベントなどを実施しました。
　また、県内のボランティア関連情報を一元的に収集・発信す
る「福縁ボランティアネット」の普及広報を行い、ボランティ
ア情報の提供機会の充実を図りました。

・介護人材の確保
　働きながら介護福祉士やヘルパー２級の
資格が取得できる介護雇用プログラムや身
近な地域での就職面接会等により、介護分
野への新たな人材の雇用を促進します。
　また、介護職員処遇改善交付金を活用し
た給与水準の向上など、処遇改善を通じて
介護人材の職場定着を支援します。

未就業者および他分野からの新規就業
者数
（平成21年度　250人）           ２００人

過去１年間にボランティア活動に参加し
た人の割合　                       ５５％以上
（平成21年度　54.5％）

平均授産賃金
（平成21年度　22,200円）　　３０，０００円

過去１年間にボランティア活動に参加した人の割合
                                                                　 　５９．６％

未就業者および他分野からの新規就業者数　　　　　４３５人

 平均授産賃金　　　　　　　　　　年度末見込　２７，０００円
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

・障害者の社会参加の推進
　社会福祉法人等に働きかけ、グループ
ホーム、ケアホームの整備を促進し、地域
で暮らす障害者のさらなる増加を図りま
す。
　また、県内各地を巡回して障害者スポー
ツ体験教室を開催するなどスポーツを通し
て障害者の社会参加と自立を支援します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　グループホーム・ケアホームの改修や安全設備の整備費に対
して助成し、社会福祉法人等による整備を働きかけました。
　また、県内各地区を巡回して障害者スポーツ体験教室を１０
回開催し、スポーツを通した障害者の社会参加を支援しまし
た。

・地域福祉の「新たな支え合い」システム
の検討
　地縁・血縁による支え合い機能が低下
し、高齢者等の孤立が問題化していること
から、課題解決プロジェクトチームを設
け、自治会や民生・児童委員、ボランティ
ア、ＮＰＯ、社協等の地域の構成員と公的
サービスとが連携した高齢者、障害者、子
どもの見守り活動などの地域における「新
たな支え合い」システムを検討します。

〔成果等〕　引き続き実施します。

　地域福祉の「新たな支え合い」検討プロジェクトチームにお
いて、地域の実態調査、課題の把握、課題解決の方向性につい
て検討しました。
　今後、国の「地域支え合い体制づくり事業」（平成２２年度
補正予算）を活用した、地域住民等のつながりの力による日常
的な支え合いの仕組みづくりを進めるための具体的な事業化に
取り組みます。

・「ハートフル専用パーキング」の普及
　身体障害者等用駐車場の円滑な利用を図
るため、「ハートフル専用パーキング」の
一層の普及や協力施設の拡大を図り、障害
者等の社会参加を支援します。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　身体障害者等用駐車場の円滑な利用を図るため、施設設置者
に対して、「ハートフル専用パーキング」の設置への協力を働
きかけました。また、制度の普及を図るため、ショッピングセ
ンターなど県内６か所で啓発活動を行い、県民に対して制度へ
の協力を呼びかけました。

グループホーム、ケアホームの入居者数
（平成21年度　569人）　　　      ６３０人
巡回障害者スポーツ体験教室に参加する
人数
（平成21年度　592人）　     　  ６００人

ハートフル専用パーキングを設けている施
設数
（平成21年度　710施設）　　　８００施設
　　　　　　　　        　　　　（９０施設の増）

 グループホーム・ケアホームの入居者数
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３５人
 
 巡回障害者スポーツ体験教室に参加した人数
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６８１人

 ハートフル専用パーキングを設けている施設数
 　　　　　　　　　　　　　　８２９施設
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１９施設の増）
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役職 健康福祉部長 氏名 小　竹　　正　雄

平成２２年度　政策合意項目に係る実施結果報告（健康福祉部）

【取組結果の区分】
　 　・目標を上回って達成しました。（例：成果が目標を概ね２割超えて達成されたもの）
　　 ・目標を達成しました。（例：成果が目標どおり達成されたもの）
　　 ・目標を一部達成しませんでした。（例：成果の一部が目標に及ばなかったもの）
 　　・目標にはいたりませんでした。（例：成果が目標に及ばなかったもの）
 　　・引き続き実施します。（例：成果を上げるためには年度を超えて実行する必要のあるもの）

実　　施　　結　　果

（　平　成　23年　3　月　末　現　在　）

項　　目

４　日本一の安全・安心（治安回復から治
安実行へ）
◇　災害・危機対策【部局連携】
・新型インフルエンザ対策の推進
　平成２１年４月に発生した新型インフル
エンザ対策の経験と、「福井県新型インフ
ルエンザ対策行動計画」を基に、県内の医
療体制等の検討を進めます。
　また、新たな流行が発生した際には、関
係機関と連携し、県民の健康被害や社会・
経済活動への影響を最小限にとどめるため
の対策を進めます。

〔成果等〕　目標を達成しました。

　健康福祉センターを中心とした地域調整会議の他、医師会等
の協力を得て嶺北地区新型インフルエンザ医療体制調整会議を
開催し、新型インフルエンザに係る県内の医療体制について検
討を進めました。
　また、インフルエンザの流行に備え、県民に手洗いなど感染
予防を呼びかけるとともに、ワクチン接種事業を今年度末まで
実施しました。
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